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宝塚市 （単位：百万円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 396,907 固定負債 143,078

有形固定資産 372,937 地方債等 103,680

事業用資産 204,811 長期未払金 2,120

土地 151,862 退職手当引当金 7,984

立木竹 - 損失補償等引当金 2,092

建物 131,758 その他 27,202

建物減価償却累計額 △83,258 流動負債 17,217

工作物 6,754 1年内償還予定地方債等 12,616

工作物減価償却累計額 △4,870 未払金 2,319

船舶 - 未払費用 19

船舶減価償却累計額 - 前受金 99

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 1,700

航空機 - 預り金 306

航空機減価償却累計額 - その他 157

その他 - 160,295

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 2,566 固定資産等形成分 403,699

インフラ資産 162,886 余剰分（不足分） △150,334

土地 75,765 他団体出資等分 -

建物 3,660

建物減価償却累計額 △2,611

工作物 220,500

工作物減価償却累計額 △135,130

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 702

物品 22,884

物品減価償却累計額 △17,644

無形固定資産 7,981

ソフトウェア 545

その他 7,436

投資その他の資産 15,990

投資及び出資金 4,425

有価証券 300

出資金 4,125

その他 -

長期延滞債権 4,097

長期貸付金 148

基金 6,336

減債基金 246

その他 6,090

その他 1,395

徴収不能引当金 △412

流動資産 16,753

現金預金 6,655

未収金 3,039

短期貸付金 25

基金 6,767

財政調整基金 6,767

減債基金 -

棚卸資産 106

その他 224

徴収不能引当金 △63

繰延資産 - 253,365

413,660 413,660

【様式第１号】

全体貸借対照表
（平成31年３月31日現在）

科目 科目

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計
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宝塚市 （単位：百万円）

金額

経常費用 125,385

業務費用 53,771

人件費 21,000

職員給与費 17,519

賞与等引当金繰入額 1,690

退職手当引当金繰入額 -

その他 1,791

物件費等 29,819

物件費 20,391

維持補修費 1,416

減価償却費 8,011

その他 -

その他の業務費用 2,951

支払利息 1,424

徴収不能引当金繰入額 151

その他 1,376

移転費用 71,614

補助金等 51,023

社会保障給付 20,569

その他 23

経常収益 21,517

使用料及び手数料 17,675

その他 3,842

純経常行政コスト 103,868

臨時損失 209

災害復旧事業費 39

資産除売却損 155

損失補償等引当金繰入額 -

その他 14

臨時利益 122

資産売却益 53

その他 69

純行政コスト 103,955

【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　　平成30年４月１日
至　　平成31年３月31日

科目
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宝塚市 （単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 250,915 403,780 △152,865 -

純行政コスト（△） △103,955 △103,955 -

財源 105,851 105,851 -

税収等 64,589 64,589 -

国県等補助金 41,262 41,262 -

本年度差額 1,896 1,896 -

固定資産等の変動（内部変動） △635 635

有形固定資産等の増加 5,537 △5,537

有形固定資産等の減少 △8,279 8,279

貸付金・基金等の増加 3,601 △3,601

貸付金・基金等の減少 △1,495 1,495

資産評価差額 - -

無償所管換等 554 554

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 2,451 △81 2,532 -

本年度末純資産残高 253,365 403,699 △150,334 -

【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　　平成30年４月１日
至　　平成31年３月31日

科目 合計
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宝塚市 （単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出 117,334
業務費用支出 45,717

人件費支出 21,151
物件費等支出 19,935
支払利息支出 1,430
その他の支出 3,200

移転費用支出 71,618
補助金等支出 51,023
社会保障給付支出 20,569
その他の支出 26

業務収入 124,624
税収等収入 64,506
国県等補助金収入 39,679
使用料及び手数料収入 18,246
その他の収入 2,194

臨時支出 39
災害復旧事業費支出 39
その他の支出 -

臨時収入 10
業務活動収支 7,261
【投資活動収支】

投資活動支出 9,135
公共施設等整備費支出 5,822
基金積立金支出 2,609
投資及び出資金支出 507
貸付金支出 198
その他の支出 -

投資活動収入 2,219
国県等補助金収入 1,175
基金取崩収入 640
貸付金元金回収収入 235
資産売却収入 81
その他の収入 89

投資活動収支 △6,916
【財務活動収支】

財務活動支出 13,373
地方債等償還支出 12,844
その他の支出 529

財務活動収入 12,217
地方債等発行収入 12,217
その他の収入 -

財務活動収支 △1,156
△811
7,161
6,350

前年度末歳計外現金残高 303
本年度歳計外現金増減額 2
本年度末歳計外現金残高 305
本年度末現金預金残高 6,655

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　　平成30年４月１日
至　　平成31年３月31日

科目 金額
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【注記事項】 

 

1 重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和５９年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

 イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

 取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

 ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券････････････････････償却原価法（定額法） 

② 出資金 

 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品･･･････････････････････････････････先入先出法による低価法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

 建物   ６年～５０年 

 工作物 ５年～７５年 

 物品   ２年～２３年 

 ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。） 

 ③ リース資産 

 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取  

 引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を 

 除きます。） 

 ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
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（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率等により（又は個別に回収可能性を検討し）、

徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率等により（又は個別に回収可能性を検

討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、

徴収不能見込額を計上しています。 

 ② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額から、兵庫県市町村職員退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額

から既に本市職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、同組合における積立

金額の運用益のうち本市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

 ③ 損失補償等引当金 

 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。  
（６）リース取引の処理方法 

 ① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総 

 額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 ② オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）全体資金収支計算書における資金の範囲 

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（８）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象会計については、税抜方式によっています。 
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２ 偶発債務 

 

 （１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

（単位：百万円） 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない

損失補償債務等 
総額 

損失補償等 

引当金計上額 

貸借対照表 

未計上額 

土地開発公社 － 2,078 － 2,078 

社会福祉法人阪神福祉事業団 － 14 － 14 

計 － 2,092 － 2,092 

 

（２）係争中の訴訟等 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 

① 神戸地方裁判所平成２８年（行ウ）第１９号 

宅地造成等規制法に基づく是正命令義務付け等請求事件 ６百万円 

② 大阪地方裁判所平成２９年（ワ）第８６２８号 

損害賠償請求事件 １百万円 

③ 神戸地方裁判所伊丹支部平成３０年（ワ）第１９４号 

国家賠償請求事件 ２３百万円 

④ 大阪高等裁判所平成３１年（ネ）第８２７号 

損害賠償請求事件 ４０百万円 

⑤ 神戸地方裁判所伊丹支部平成３０年（ワ）第２１３号 

損害賠償請求事件 １百万円 
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３ 追加情報 

 （１）連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

病院事業会計 地方公営事業会計

（地方公営企業会計） 

全部連結 ― 

水道事業会計 地方公営事業会計

（地方公営企業会計） 

全部連結 ― 

下水道事業会計 地方公営事業会計

（地方公営企業会計） 

全部連結 ― 

特別会計国民健康保険事業費 地方公営事業会計 

（その他） 

全部連結 ― 

特別会計国民健康保険診療施設費 地方公営事業会計 

（その他） 

全部連結 ― 

特別会計介護保険事業費 地方公営事業会計 

（その他） 

全部連結 ― 

特別会計農業共済事業費 地方公営事業会計 

（その他） 

全部連結 ― 

特別会計後期高齢者医療事業費 地方公営事業会計 

（その他） 

全部連結 ― 

 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

（２）出納整理期間 

地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間

に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（４）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

 ア 範囲 

 売払収入が予算措置されている。もしくは売却することが市の方針として決定している資産 

 イ 内訳 

 該当なし 
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①有形固定資産の明細 （単位：百万円）

 
前年度末残高

（A）

 
本年度増加額

（B）

 
本年度減少額

（C）

 本年度末残高
（A）＋（B）－（C）

（D）

 本年度末
減価償却累計額

（E）

 
本年度償却額

（F）

 本年度末
減損損失累計額

（G）

 
本年度減損額

（H）

 差引本年度末残高
（D）－（E）－（G）

（I）
290,463 4,723 2,247 292,939 88,128 2,899 - - 204,811

149,908 1,988 35 151,862 - - - - 151,862

- - - - - - - - -

130,355 1,535 133 131,758 83,258 2,777 - - 48,499

6,232 539 17 6,754 4,870 121 - - 1,884

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

3,968 660 2,063 2,566 - - - - 2,566

298,209 3,456 1,038 300,627 137,741 3,724 - - 162,886

75,168 602 6 75,765 - - - - 75,765

3,660 - - 3,660 2,611 94 - - 1,049

219,225 1,409 134 220,500 135,130 3,630 - - 85,370

- - - - - - - - -

156 1,444 898 702 - - - - 702

22,606 496 217 22,884 17,644 958 - - 5,240

611,278 8,674 3,502 616,450 243,513 7,581 - - 372,937

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：百万円）

34,696 102,734 17,054 17,845 6,885 4,756 20,841 - 204,811

27,936 80,062 12,933 10,110 3,030 2,774 15,017 - 151,862

- - - - - - - - -

6,688 22,428 4,121 7,346 3,843 918 3,156 - 48,499

9 223 - 383 8 1,057 205 - 1,884

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

64 21 - 6 5 7 2,463 - 2,566

162,220 372 2 2 3 284 3 - 162,886

75,229 251 - 0 0 282 3 - 75,765

1,049 - - - - - - - 1,049

85,241 121 2 2 3 2 - - 85,370

- - - - - - - - -

702 - - - - - - - 702

2,213 215 38 1,833 347 485 110 - 5,240

199,129 103,321 17,094 19,680 7,235 5,525 20,953 - 372,937合計

 建設仮勘定

 インフラ資産

 土地

 建物

 工作物

 その他

 船舶

 浮標等

 航空機

 建設仮勘定

 物品

 その他

 総務  その他  合計

 事業用資産

 土地

 産業振興  消防
 生活インフラ・

国土保全
 教育  福祉  環境衛生 区分

 建物

 工作物

 工作物

 その他

 建設仮勘定

 物品

合計

 立木竹

 建物

 土地

 立木竹

 建物

 工作物

 船舶

 浮標等

 航空機

 その他

 建設仮勘定

 インフラ資産

 土地

 事業用資産

【様式第5号】

全体附属明細書
１．全体貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

 区分
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③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：百万円）

銘柄名 株数・口数など（口）
（A）

時価単価（円）
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B）

（C）
取得単価

（D）

取得原価
（A）×（D）

（E）

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

第27回兵庫県住宅供給公
社債

3,000,000 100 300 0 300 - -

合計 3,000,000 - 300 - 300 - -

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：百万円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A）

資産
（B）

負債
（C）

純資産額
（B）－（C）

（D）
資本金　(注1)

（E）

出資割合（％）
（A）/（E）

（F）

実質価額
（D）×（F）

（G）

投資損失引当金
計上額

（H）

（参考）財産に関する
調書記載額

宝塚市土地開発公社 5 2,778 2,313 465 - 100.00% 465 - 5

公益財団法人宝塚市ス
ポーツ振興公社

302 368 48 320 - 99.72% 319 - 302

公益財団法人宝塚市文化
財団

401 552 56 496 - 100.00% 496 - 401

一般財団法人宝塚市保健
福祉サービス公社

300 632 157 475 - 100.00% 475 - 300

公益財団法人阪神北広域
救急医療財団

33 267 113 154 - 32.72% 50 - 33

社会福祉法人宝塚すみれ
福祉会

1 526 38 487 - 50.00% 244 - 1

宝塚都市環境サービス株
式会社

30 76 4 71 30 100.00% 71 - 30

株式会社エフエム宝塚 40 96 9 87 80 50.00% 43 - 40

宝塚山本ガーデン・クリエ
イティブ株式会社

26 136 37 99 50 51.00% 50 - 26

ソリオ宝塚都市開発株式
会社

915 3,780 841 2,939 1,852 49.42% 1,452 - 915

阪神水道企業団 1,887 161,569 78,402 83,167 - 2.09% 1,736 - -

合計 3,939 170,781 82,020 88,760 2,012 - 5,403 - 2,053
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市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：百万円）

相手先名 出資金額
（A）

資産
（B）

負債
（C）

純資産額
（B）－（C）

（D）
資本金　(注1)

（E）

出資割合（％）
（A）/（E）

（F）

実質価額
（D）×（F）

（G）
強制評価減

（H）

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

一般財団法人砂防フロン
ティア整備推進機構

0 3,191 737 2,454 - 0.01% 0 - 0 0

公益財団法人暴力団追放
兵庫県民センター

10 1,593 7 1,586 - 0.68% 11 - 10 10

一般財団法人兵庫県雇用
開発協会

0 85 21 64 - 1.00% 1 - 0 0

公益財団法人兵庫県身体
障害者福祉協会

0 254 163 91 - 0.25% 0 - 0 0

公益財団法人兵庫県人権
啓発協会

2 140 14 126 - 1.46% 2 - 2 2

公益財団法人ひょうご環
境創造協会

11 7,497 2,045 5,453 - 1.72% 94 - 11 11

独立行政法人農林漁業信
用基金

0 293,548 57,181 236,367 - 0.00% 0 - 0 0

公益財団法人リバーフロ
ント研究所

1 1,930 323 1,607 - 0.18% 3 - 1 1

公益社団法人兵庫県私学
振興協会

3 4,288 2,313 1,975 - 0.22% 4 - 3 3

公益財団法人兵庫県まち
づくり技術センター

12 7,395 3,952 3,443 - 2.19% 76 - 12 3

公益財団法人ひょうご震
災記念２１世紀研究機構

5 2,146 268 1,877 - 0.43% 8 - 5 5

公益社団法人兵庫みどり
公社

4 73,707 71,513 2,195 - 0.57% 12 - 4 4

公益財団法人兵庫県営林
緑化労働基金

0 534 367 167 - 0.22% 0 - 0 0

株式会社サンテレビジョン 1 5,143 1,841 3,302 970 0.08% 3 - 1 1

阪神友愛食品株式会社 2 41 20 20 83 2.82% 1 2 0 2

逆瀬川都市開発株式会社 30 497 183 315 246 12.20% 38 - 30 30

大阪湾広域臨海環境整備
センター

0 43,257 28,281 14,976 - 0.22% 33 - 0 0

地方公共団体金融機構 13 24,589,199 24,294,008 295,191 - 0.08% 231 - 13 13

兵庫県信用保証協会 90 1,262,281 1,142,165 120,116 - 0.12% 147 - 90 90

兵庫県農業信用基金協会 2 576,680 561,657 15,023 - 0.02% 3 - 2 2

社会福祉法人あひる福祉
会

1 522 36 486 - 0.27% 1 - 1 1

合計 188 26,873,930 26,167,095 706,835 1,299 - 669 2 186 179

(注1）　株式会社以外の法人については、記載を省略しております。
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④基金の明細 （単位：百万円）

財政調整基金 5,617 - - - 5,617 5,333

減債基金 246 - - - 246 246

援護資金貸付基金 5 - - 2 7 7

養護老人ホーム福寿荘特別
扶助基金

2 - - - 2 2

奨学基金 64 - - - 64 64

福祉基金 44 - - - 44 45

交通災害遺児激励基金 19 - - - 19 19

公共施設等整備保全基金 605 - - - 605 592

地域福祉活動振興基金 123 - - - 123 130

職員能力開発基金 34 - - - 34 36

都市開発基金 7 - - - 7 7

緑化基金 331 - - - 331 331

長寿社会福祉基金 3 - - - 3 143

土地開発基金 458 - 42 - 500 500

暴力団対策基金 45 - - - 45 46

平和基金 2 - - - 2 2

松本・土井アイリン海外留学
助成基金

23 - - - 23 27

子ども未来基金 364 - - - 364 392

ふるさとまちづくり基金 361 - - - 361 288

再生可能エネルギー基金 29 - - - 29 28

新ごみ処理施設建設基金 1,299 - - - 1,299 1,151

学校給食費調整基金 14 - - - 14 21

市営霊園永代管理料基金 10 - - - 10 10

市営霊園運営基金 629 - - - 629 564

障害福祉基金 150 - - - 150 37

国民健康保険事業財政調整
基金

1,149 - - - 1,149 21

介護給付費準備基金 1,422 - - - 1,422 1,098

国民健康保険出産費資金貸
付基金

5 - - - 5 5

合計 13,058 - 42 2 13,103 11,144

(参考)財産に関する

調書記載額
種類 現金預金 有価証券 土地 その他

合計
(貸借対照表計上額)
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⑤貸付金の明細 （単位：百万円）

 貸借対照表計上額
 徴収不能引当金

計上額
 貸借対照表計上額

 徴収不能引当金

計上額

 地方公営事業

- - - - -

一部事務組合・広域連合

- - - - -

地方独立行政法人

- - - - -

地方三公社

- - - - -

第三セクター等

- - - - -

その他の貸付金

 住宅資金貸付金 45 4 9 - 55

 修学資金貸付金 99 - 15 - 114

 心身障がい者小規模作業所開設貸付金 4 - - - 4

 水洗便所改造資金貸付金 0 - - - 0

合計 148 4 25 - 173

 相手先名または種別
 長期貸付金  短期貸付金

 （参考）
貸付金計
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⑥長期延滞債権の明細 （単位：百万円） ⑦未収金の明細 （単位：百万円）

 相手先名または種別  貸借対照表計上額  徴収不能引当金計上額  相手先名または種別  貸借対照表計上額  徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

その他の貸付金 その他の貸付金

 災害援護資金貸付金 171 36  災害援護資金貸付金 - -

 住宅資金貸付金 36 10  住宅資金貸付金 8 -

 心身障がい者小規模作業所開設貸付金 - -  心身障がい者小規模作業所開設貸付金 - -

 修学資金貸付金 18 -  修学資金貸付金 3 -

小計 225 46 小計 10 -

【未収金】 【未収金】

税等未収金 税等未収金

 市民税 563 36  市民税 136 9

 固定資産税 591 58  固定資産税 136 13

 軽自動車税 14 1  軽自動車税 5 0

 特別土地保有税 3 -  特別土地保有税 - -

 都市計画税 153 15  都市計画税 35 3

 国民健康保険税 1,927 80  国民健康保険税 367 15

 介護保険料 41 13  介護保険料 35 11

 後期高齢者医療保険料 15 1  後期高齢者医療保険料 24 2

その他の未収金 その他の未収金 - -

 給水収益 - -  給水収益 394 3

 下水道使用料 - -  下水道使用料 249 1

 医業収益 - -  医業収益 1,536 1

 保育利用料 60 3  保育利用料 15 1

 市営住宅使用料 142 8  市営住宅使用料 11 1

 貸付金利子 21 5  貸付金利子 0 -

 弁償金 79 79  弁償金 - -

 違約金及び延納利息 55 52  違約金及び延納利息 - -

 学校給食実費徴収金 4 0  学校給食実費徴収金 5 1

 生活保護費返戻金 195 5  生活保護費返戻金 30 1

 児童手当等返戻金 3 0  児童手当等返戻金 - -

 その他 5 3  その他 52 0

小計 3,871 362 小計 3,029 63

合計 4,097 408 合計 3,039 63
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（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：百万円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 78,179 9,867 34,414 23,202 17,601 2,740 - - - 222

 一般公共事業 5,437 400 4,142 915 380 - - - - -

 公営住宅建設 3,557 602 3,154 148 255 1 - - - -

 災害復旧 140 17 136 - 4 - - - - -

 教育・福祉施設 7,289 705 5,887 212 1,126 2 - - - 62

 一般単独事業 15,514 2,709 3,883 4,031 6,825 616 - - - 159

 その他 46,241 5,435 17,211 17,897 9,012 2,121 - - - -

【特別分】 38,118 2,749 25,065 11,674 552 - - - - 827

 臨時財政対策債 36,180 2,418 23,956 11,674 551 - - - - -

 減税補てん債 1,109 265 1,109 - - - - - - -

 退職手当債 - - - - - - - - - -

 その他 828 66 - - 1 - - - - 827

合計 116,297 12,616 59,479 34,876 18,153 2,740 - - - 1,049

 市場公募債  その他 種類  地方債残高  政府資金
 地方公共団体

金融機構
 市中銀行

 その他の

金融機関
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②地方債（利率別）の明細 （単位：百万円）

116,297 82,035 14,092 11,615 3,147 2,019 238 3,151 1.1%

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：百万円）

116,297 12,616 10,891 9,864 11,549 9,595 33,948 16,878 6,965 3,990

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：百万円）

該当なし

20年超

3.0％超
3.5％以下

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）
加重平均

利率

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
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⑤引当金の明細 （単位：百万円）

 目的使用  その他

徴収不能引当金 532 151 208 - 475

退職手当引当金 9,465 - - 1,482 7,984

損失補償等引当金 2,159 - - 67 2,092

賞与等引当金 1,497 1,700 1,497 - 1,700

合計 13,654 1,851 1,706 1,549 12,251

 区分  前年度末残高  本年度増加額
 本年度減少額

 本年度末残高
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２．全体行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細  （単位：百万円）

 名称  相手先  金額  支出目的

 該当なし

 計 -

 介護サービス給付費
 兵庫県国民健康保
険団体連合会外

17,385
 介護サービス費に係る保険者負担
分の支払

 国民健康保険被保険者療養費
 兵庫県国民健康保
険団体連合会外

14,839
 療養給付、現金給付及び高額療養
費に係る保険者負担分の支払

 国民健康保険事業費納付金
 兵庫県国民健康保
険団体連合会

6,511
 医療給付費分、後期高齢者支援金
分、介護納付金分

 後期高齢者医療広域連合納付
金

 兵庫県後期高齢者
医療広域連合

3,955
 保険料及び保険料軽減に係る公費
補てん分の支払

 退職手当組合負担金
 兵庫県市町村職員
退職手当組合

1,189  職員の退職手当に係る加入負担金

 介護予防・生活支援サービス事
業費

808

 私立保育所助成金  社会福祉法人等 759  運営費等に対する補助

 流域下水道維持管理費負担金  兵庫県 702
 流域下水道事業の維持管理費に係
る加入負担金

 私立保育所施設整備費補助金  社会福祉法人等 195  施設整備に対する補助

 指定保育所助成金  民間事業者等 202  運営費等に対する補助

 私立幼稚園助成事業補助金  個人 181
 私立幼稚園通園児保護者に対する
経費補助

 妊婦健康診査助成金  個人 126  妊婦健康診査に対する経費補助

 社会福祉協議会補助金
 社会福祉法人宝塚
市社会福祉協議会

124  運営費等に対する補助

 地域活動支援センター及び障
がい者小規模通所援護事業補
助金

 特定非営利活動法
人等

124  運営費等に対する補助

 民間放課後児童健全育成事業
補助金

 民間事業者等 108  運営費等に対する補助

 その他 3,818

 計 51,023

51,023

区分

 他団体への公共施設等整備補助金
等
(所有外資産分)

その他の補助金等

合計
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（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 財源の内容  金額

地方税 35,225

税関連交付金 4,446

地方交付税 3,887

地方譲与税 398

地方特例交付金 196

交通安全特別交付金 27

分担金及び負担金 1,196

寄附金 710

財産区繰入金 0

46,086

国庫支出金 1,142

計 1,142

国庫支出金 11,889

都道府県等支出金 5,389

計 17,278

18,420

64,506

該当なし -

-

都道府県等支出金 0

計 0

国庫支出金 -

都道府県等支出金 0

計 0

0

0

他会計負担金、補助金（３条分） 1,040

資本費繰入収益 270

寄附金 0

長期前受金戻入 0

相殺消去 △1,310

1

国県補助金 -

計 -

国県補助金 17

長期前受金戻入 25

計 42

42

42

分担金 281

他会計負担金、補助金（３条分） 143

長期前受金戻入 274

相殺消去 △150

549

国県補助金 -

計 -

国県補助金 -

長期前受金戻入 48

計 48

48

597

３．全体純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

宝塚市営霊園事業
費特別会計

税収等
小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

病院事業会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

水道事業会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計
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雨水処理負担金 671

他会計負担金、補助金（３条分） 810

長期前受金戻入 153

相殺消去 △1,690

△55

国県補助金 32

計 32

国県補助金 -

長期前受金戻入 326

計 326

358

303

国民健康保険税 4,953

4,953

国庫支出金 -

計 -

国庫支出金 15,602

都道府県等支出金 -

計 15,602

15,602

20,555

介護保険料 4,713

支払基金交付金 4,864

9,577

国庫支出金 -

計 -

国庫支出金 4,134

都道府県等支出金 2,658

計 6,792

6,792

16,369

後期高齢者医療保険料 3,478

3,478

国庫支出金 -

計 -

国庫支出金 -

都道府県等支出金 -

計 -

-

3,478

下水道事業会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

国民健康保険事業
費特別会計

税収等
小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

介護保険事業費特
別会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

後期高齢者医療事
業費特別会計

税収等
小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計
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（単位：百万円）

 国県等補助金  地方債  税収等  その他

純行政コスト 103,955 40,088 7,501 49,361 7,006

有形固定資産等の増加 5,537 1,175 3,330 1,033 -

貸付金・基金等の増加 3,601 - - 3,601 -

その他 - - - - -

合計 113,093 41,262 10,830 53,995 7,006

（２）財源情報の明細

区分 金額
内訳
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（１）資金の明細 （単位：百万円）

 種類  本年度末残高

 現金 4

要求払預金 3,446

短期投資 2,900

合計 6,350

４．全体資金収支計算書の内容に関する明細
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